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教員養成大学におけるアクティブラーニングを視野に入れた

情報端末必携化

尾崎拓郎（大阪教育人学情報処理センター）

ー はじめに

大阪教育大学（以下、本学と記す）

パソコン必携を開始した。

では、豊かな

教養と広い視野を有し、教育現場を担える人材を輩

出するポリシーのもと、学生の ICT利活用能力の向

上を目指すべく、 2017年度の学部入学生からノート

必携化の開始にあわせ、

全学必修の共通科目「ICT基礎 a」を開講し、新入生

に情報リテラシーの基礎を習得するようにした。

ノートパソコン必携事業を遂行する上で、従来型

のコンピュータ教室管理体制と異なり、その支援体

制のあり方を考慮しなければ、事叢そのものが立ち

行かなくなる可能性がある。

の活用を前提とした授叢運用方法についても、これ

までにはなかった運用方法を考慮しなければ、授業

遂行に支障を来す可能性も考えられる。

本稿では、

また、 ノートパソコン

ノートパソコン必携事業の背景・実施

の実際を述べた上で、 ノートパソコン必携による全

学必修情報基礎科目の実施状況およびそれを取り巻

く支援の状況について、報告を行う。

2. ノートパソコン必携事業に至るまでの道程

本学では 2015年度に「平成 30年度改組にともな

い、学生の ICT活用能力を高め、アクティプラーニ

ングを推淮するための方策としての学生全員の情報

端末必携化について」 と題して、本学の法人設置委

員会である情報メディア基盤委員会に学長諮間が行

われた。同委員会を中心に、在学生や教職員へのア

ンケート、先行してノートパソコン必携化を実施し

ている大学への訪間調査を行った。

ノートパソコン必携化に対する贄否については、

2015年度に構成員に対して実施したアンケート調

査で、賛成 55%、反対22%、どちらでもない 23%と

なったことにより、解決しなければならない課趙を

残すものの、一定必携事叢については行う方向性を

記した答申を、 同委員会から学長へ提出した。 その

後、学内のノートパソコン必携化検討ワーキンググ

ループを発足させ、約 1年間の議論を経て、 2017年

度の学部新入生より、情報端末の必携化を実施する

運びとなった。特定の部局に対しては、丁寧な説明

を行う必要もあったが、概ね了解を得られた形であ

る。

議論の中では、主に次の事項に焦点が当てられた。

． 必携端末の仕様
● 学生に対する包括対策支援

(Officeやウイルス対策ソフトウェア等）

● 経済的支援

● 講義室等での ICT機器を利用可能な環境整備

• 電源
• 無線LAN環境

● 盗難対策． セットアップの実施体制構築
2016年 11月に案内した学部生一般入試の学生募

集要項に、情報端末必携化について記載し、受験生

へのアナウンスを行った。 また、必携事業開始直袖

の 2017年 1月には、教職員に対してノートパソコ

ン必携化に関わる説明会を実施した。 ここでは、 ノ

ートパソコン必携化の近況報告、情報システムリプ

レースの状況報告及びICT共通基礎科目実施の説明

を行った。

このような準備を経て、 2017年4月から、学部入

学生に対して年次進行でノートパソコン必携事叢を

開始した。

3. 必携端末

3. 1. 必携コンピュータの概要

学部入学生の必携コンピュータの仕様については、

，
 



表 l 年度ごとの必携コンピュータの標準仕様

2017 2018 2019 

ネットワーク Wi-Fi接続可能

バッテリ 5時間以上 8時間以上

キーボード

OS 1Win8.1 

Office !Word, Excel, PowerPoint相門

(OpenSource可）（大学で包括契約なし）

セキュリティ I定義の白動更新が可能なソフトウェア
（大学で包括契約あり）

毎年度の検討ワーキングでの議論を経て、表 lの通

りとなっている。

大学として、学生への経済的な負担を軽減するこ

とと、セキュリティ対策の強化を組織として行って

いることから、ウイルス対策ソフトウェアについて

は包括ライセンスを導入している。 Officeスイート

に関しては、ウチダのオフィス学割[1]が利用可能な

ように取り計らい、学生への周知を行った。

また、各部局（講座等）で、標準仕様にあてはま

らないものについては、部局ごとで標準仕様に加え

て、別途仕様や基準を定めている。具体的には、

「WindowsのOSを準備してくること」や「Microsoft

社の Officeを準備すること」といった具合である。

3. 2. 必携コンピュータのセットアップ

必携コンピュータのセットアップは、新入生に対

して授業開始時までに利用可能な状態にしておくよ

うに案内文を作成し、合格通知書に同封して通知し

た。ただし、様々な理由により、セットアップ作叢

が授業開始時までに完了しないことが想定されたた

め、後述する全学必修情報基礎科目である ICT基礎

aの授業時間帯を利用してセットアップ作業の確認

を行うようにした。後述する「ノートパソコン点検

届」を提出し、チェックを経てセットアップ作業が

完了となる。

ウイ］レス対策ソフトウェアは人学からも提供する

ことになっていたため、袖期授業開始時点では多く

の新入生はノートパソコンのセットアップが完了し

ていない状態で初回授業に望むことを想定していた。

そこで、必携事業 l年目 (2017年度）には、ウイル
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ス対策ソフトウェアのインストー］レ作叢を ICT基礎

aの授叢時間を利用して行うこととした。大学側で

準備したウイルス対策ソフトウェアのバイナリデー

タを簡便に大量に配布できるように、 USBメモリを

lクラスあたり 40本程度準備し、インストール作業

を迅速に行えるようにした。必携事業 l年目におけ

るウイルス対策ソフトウェアアクテイベーション作

叢の流れは次のとおりである。

（ウイルス対策ソフトウェアが必要な場合、白分白

身のノートパソコンにウイルス対策ソフトウェアが

インストールされていないことを確認した上で、）

I. USBメモリからウイルス対策ソフトウェアの実

行ファイルをノートパソコンにダウンロード

2. 実行ファイルをノートパソコンにインストール

3. 講義室袖面に記載されたアクテイベーションコ

ードを入力し、アクテイベーション作業を実施

なお、アクテイベーションコードは学内専用の

Webサイトから入手することができる。

インストール及びアクテイベーション自体は特に

間題なく行うことができるが、多くの新入生が所持

するノートパソコンにプリインストールされたウイ

ルス対策ウェアと大学が包括契約したウイルス対策

ソフトウェアが競合する状態を発生させることとな

ってしまった。

これは、授業時の指示で、「自分自身のノートパソ

コンにウイルス対策ソフトウェアがインストールさ

れていない場合や、試用期間が短いものがインスト

ー］レされている場合に、人学配布のウイルス対策ソ

フトウェアをインストー］レすることを推奨する」と

案内した上で、必携初年度は、 JCT基礎 aの授業時

に、担当教員から配布された USBメモリを受講生間

でまわしながらインストーラをコピーする方法を取

った。このとき、受講生白身の手元に来た際に『こ

の USBメモリの中身を白分白身のノートパソコン

にコピーしなければならない』と思い込んでそのま

ま何も考えずにインストールしたケースや、そもそ

も『白分白身のノートパソコンにウイルス対策ソフ



3. 3. ノートパソコン点検届
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本学では、 必携事業を開始するまで学生が所有す

る情報端末については把担をしてこなかったが、必
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携端末の仕様を定めたため、

端末については、

学部新入生が所持する

学生の白己点検に基づき、 ノート

パソコン点検届の提出を課すようにした。

は、広島大学の例[2]を参考にしている。

ノートパソコン点検届では、以下の内容 (2019年

度）

この取組

を自己点検により学生自身に記入してもらい、

提出するようにしている。
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図l

トウェアがインストールされているかどうかを判断

できない』ため、そのままインストール作業をした

ケースが多発したためであると推察される。

図 lは、必携年度 3年目 (2019年度）、 JCT基礎 a

の初回授業で提示したウイルス対策ソフトウェアの

インストール方法である。

特に初年度については、担当教職員らは「この程

度のことならわかるだろう」 という想定があったた

めに、詳細な案内文ではなく、

便な案内に留めていた。

入生は、

がなく、

テキストベースの簡

しかし、ほとんどの学部新

自分自身でノートパソコンを所有したこと

セットアップの経験も乏しいため、 ウイル

ス対策ソフトウェアという単語を耳にしたことがあ

ったとしても、具体的な商品名等がわからず、具体

的にはどのアイコンがウイルス対策ソフトウェアに

該当するのかを判断できないため、

ではなく、

テキストベース

アイコンが掲載された資料を急逮制作す

••••••• 
PCメーカ及び型番

OSの種類及びエディション

OSのビット数

無線LAN(Wi-Fi) 

バッテリの駆動時間（カタログ値）

ウイルス対策ソフトウェア名

インストール済みの Officeスイート

その他、簡単なヒアリングをあわせて行っている。． Officeスイートの入手元 (PCに付属，家電量販
店で購入，

．．
 必携 PCの入手時期（購入時期）
必携 PCの購入値段帯

提出された点検届の取りまとめは、本学情報処理

センターの下部組織であり、学内の JCT利活用の支

援を行う ICT教育支援ルームが行った。点検届その

ものの回収は、 ICT基礎 aの授業である程度行い、

提出期限に間に合わない場合は別途ICT教育支援ル

ームにて提出を促すようにした。

記入内容の点検については、 JCT教育支援ルーム

内のスタッフ

の未記入や不備があった場合には、次回の ICT加礎

aの授業にて点検届を返却し、受講生への再提出を

促している。過去 3年間で、点検届の全体の提出率

はいずれも対象者全体の 9割以上となっている。

なお、

の規格

等の選択肢）

（主に学生スタッフ）

これらの質問事項は、

で自分が所有する PCを把握する」

ているため、

で行い、点検届

受講生が「自分自身

ことを目的とし

白分白身で調査することを想定してい

ることとなった （図 I)。

た。必携事業初年度の 2017年度では、原則として確

認事項はその都度ICT教育支援Jレームの担当教員が

11 



記載事項の判断を行っていた。

しかし、その運用のままでは、詳細な判断の確認

件数が相当数に上ってしまうため、ノートパソコン

点検届に記入された内容の集計に相当の時間を要し

てしまっていた。そのため、 ICT基礎 aの TAらや

ICT教育支援］レームに在籍する学生スタッフには、

これまでの受講生からの記入内容等を踏まえた経験

を生かしてノートパソコン点検届の記入例や記入想

定シートを作成し、関係の学生に資料共有を行い、

判断をある程度委ねる形を取った。

また、授業で配布する資料についても、殆どの学

生が調査する共通の項目については、調査手順を記

したマニュアルを配布している。

ノートパソコン点検届記入の趣旨は、あくまでも

受講生らによる白主的な調査であり、授業の評価に

関わるものではない。点検届への記載事項について

は、 ICT教育支援ルームのスタッフによる確認の後、

記載事項に不備があれば、受講生に返却され、適切

な内容が記載されるまで何度でも提出と返却を繰り

返すこととなる。

大学入学までに、PCのスペックを気にせずに利用

していた学生が多数いたと考えられるため、点検項

目が、何を調べるべきものなのかが把握できない学

生が多数散見されたし

授業課題と捉える学生がいることや、何を問われ

ているのかがわからない学生も多く確認できたため、

「記入例を真似て書く」、「他の受講生の記入内容を

転写する」、「わからない箇所を空欄のまま提出する」

といった事案も数多く確認できた。

支援にまわる側の学生 (ICT基礎 aの TAや ICT

教育支援ルームの学生スタッフら）には、あくまで

も「自分が所有する PCを把握する」ことが念頭に

あるので、『決して安易に受講生に答えを教えてはな

らない、配布された資料の説明によく目を通すよう

に』といった指示を行うことで、指導の統一を図っ

ている。

1授業巾、担"J教員や TAらに「これは何をどう調べたら良い

のですか？」という質間を人変よく間いた。

12 

4. 必携端末を活用するための無線LANの強化

4. 1. 無線 LANアクセスポイントの増設

本学では、ICT利活用の推進・普及を目的として、

2013年度より iPadをはじめとするタブレット端末

の大規模導入や、授叢内での ICT利活用を積極的に

行ってきた。その ICT利活用を実現するための環域

構築として、無線LAN環境の強化があげられる。従

来、いくつかの講義室に 1台程度の配置であった無

線 LANアクセスポイントを、大学キャンパス内の

すべての普通講義室にアクセスポイント l台あたり

の接続端末のロードバランスが 30台程度になるよ

うに設置計画を立てて、無線 LAN環域の更新・拡充

を行った。これにより、大学キャンパス内のすべて

の普通講義室において、通信が混雑することなく、

無線LAN環境を利用者に提供できるようになった。

必携事叢開始年度の 2017年度ではメインキャンパ

スである柏原キャンパスの講義室のみのアクセスポ

イントの更新であったものの、必携事叢 2年目の

2018年度には都市型キャンパスである天王寺キャ

ンパスの普通講義室に対してもアクセスポイントの

更新を行い、 3年目の 2019年度には天王寺キャンパ

ス中央館の全域での更新等、年々拡充を行っている

状況である。

4. 2. 認証方式の変更

先に述べた無線LANアクセスポイントの増強は、

物理的な基地局の増強であったが、多くの構成員に

対して利便性の高い ITサービスを提供するために、

無線 LANの接続方法については以前から課趙であ

った。従来から、自立型の無線 LANアクセスポイン

トを増強していたが、この必携事業の関始をM兒んで、

2015年 3月に管理型無線 LANコントローラ(WLC)

を導入し、従来から運用していた Web認証方式に加

えて IEEE802.1X認証の導入を行い、学内の無線

LAN環域の改善に取り組んできた。

従来から導入していた自立型の無線 LANアクセ

スポイントでは、 SSIDに応じて接続するネットワー



クセグメントを切り替えることが困難であったこと

もあり、 WLCによる無線LAN運用の導入を躊躇し

ていたこともあったが、時期的な都合も良く、新し

い環域の導入を行うことができた。

IEEE802.1Xによる認証方式は 2015年度に教職員

のみによる試験運用を経て、 2016年度に学生を含訂

構成員に開放を行った。その後、 2017年度のノート

パソコン必携 l年目に新入生に新しい認証方式によ

る無線 LAN接続を授業で指導する内容へと発展さ

せてきた。

また、新しい無線 LANの導入には、国際無線 LAN

ローミング基盤である eduroam[3]の考え方も参考に

した。従来、柏原キャンパスと天王寺キャンパスは、

異なる SSID及び異なる共通認証キーを用いていた。

そのため、それぞれのキャンパスでは異なる SSIDを

展開していた。しかし、eduroamによる原則同一 SSID、

同一認証方式による運用は、本学の運用方法の根幹

を変更するきっかけとなった。

線 LANの導入にあたっては、複数キャンパス間に

そのため、新しい無

おいて、同一の認証方式、同一名称の SSIDを採用

した。

4. 3. 新しい無線 LANサービスの実際の運用

ノートパソコン必携事業を実施した際の、無線

LANへの接続状況について述べる。ICT基礎 aでは、

同一時間帯に 200名近くが同時に学習管理システム

である Moodleにアクセスするため、 システムヘの

負荷上昇の懸念や、安定した学内ネットワーク接続

が求められた。ICT基礎a初回授叢の週においては、

サーバ接続やネットワーク接続トラブルが発生した

‘ゞヽ‘ーカ 全体を通して授業の流れを止めるまでの事案に

杢った案件はなかった。

ICT基礎 aは、主に共通講義棟普通講義室におい

て実施した。共通講義棟全体での総座席数は約 3,300

であるのに対し、本学のこれまでの利用実績から、

学内用無線 LANのDHCPによる IPアドレスのリー

ス数を 1Pv422ビットマスク分（約 1,000) としてい

た。初回の授業では、 IPアドレスのリース数が全体

の約 6割り程度に達し、 2週目の授業ではリース可

忍囁罹

磁憾

月

m

日る

m
 ．．
 
ぉ

．．．．
 
ー

-

,＇_洲-'I
に

翌
“
“
“
“
“
“
“
“
“
“
“
“
“
"
N

―
―
―
―
―
―
-
"
＂
-
-

A
 

~
一

,＇"
L
 

~-
線無

川
m
m
m
m
m
,

i

w

-

―――――――――――――-＿-＿――――――――――――ーー、ー：需疇内

-w-

の

~
『II洲i1"月
数

山
川
川
"-E-ilet[

'-
l
-
lュ゜
2
 

9
-
1_-

正
2
認

ー

-

ー
一
＿
ー
,
＂
一
図
の

能な IPアドレスの上限に達してしまい、一部の端末

が学内ネットワークに接続できない状態となってし

まった。 そのため、急逮大学ネットワークの VLAN

分割を行い、共通講義棟全体で可能な IPアドレスの

リース数を約 2,000とした。

図2に、 2017年 4月における学内無線 LANの認

証ユーザー数の推移を示す。

における日別のユーザー認証数を示している。 4月

1週目は、ガイダンス等が実施されたため、 1年生の

認証はほとんど確認されない。

年度の入学式が 4月 7日に実施され、そのときに新

入生がユーザーID情報を入手するためである。また

在学生についてもそれほど多くのユーザーが観測さ

れていないことが確認される。

次に、授叢開始後の授業 l週目

ついて見てみる。

のときに、

ここでは、

認される。授業初日の 4月 10日（月）に 1年生を対

象とした ICT基礎 aの初回授業が実施された。当日

の受講対象は約 750名程度 (8コマ分）

認された。他にも、

免許取得に必要な「情報機器の操作」

冒忍鸞噂i

璽墨警奎曲已

これは、共通講義棟内

これは、本学の 2017

(4月 2週目）に

一定のアクセス数が確

である。

受講生は初めて学内無線 LANへの接続

方法の説明を受けることになり、ユーザーIDが記載

された利用者承認書を持参して来ない者もいるため、

当日の受講対象者の約 8割、 600名程度の認証が確

ノートパソコンのセットアップ

がうまく行かず、無線 LANの認証ができなかった

者も一部確認された。

5. 全学必修情報基礎科目： ICT基礎a

本学では、 2017年度に学部改組が行われた。教員

の科目の位置

13 



付けを改め、 全学で共通カリキュラムの科目を設置

した[4]。改組の申請書には、「共通科目に ICT基礎

a、b(3単位必修）を導入することで、すべての学生

の獲得する基本的な能力として JCT活用能力を位置

づける。」と記載されており、本学の学生にとって基

本的な JCT関係の必要事項を JCT基礎 aで担当し、

各専攻・分野・コースにおける、特化した ICTの利

活用については各専攻・分野・コースが ICT基礎 b

を担当することとした。

5. 1. コンピュータを活用する授業へ

リメディア］レ教育を兼ねて、 コンピュータの基本

操作を行うべきという意見もなされたが、 高等学校

教科情報の学習範囲については、 学生白身の学びに

委ね、受講生は基本的なコンピュータの操作スキル

を習得したという前提で授業の組み立てを行い、 コ

ンピュータの操作方法については最低限の内容のみ

を取り扱うこととした。

5. 2. 全クラス統一のカリキュラム

本学では従来、全学で統一したカリキュラムを実

施しておらず、 これまでに実施してきた科目 「情報

機器の操作」や「情報処理入門」 では、各講座の担

当教員が独自に授叢を実施してきた経緯がある。初

年次教育の授業内容統一を図るべく、 ICT基礎 aに

おいてはカリキュラム及びシラバスを統一すること

とした。 シラバスの抜粋を表 2に示す。

すべての学部入学者930名(2017年度）に対して、

1年次の前期に授叢枠を配当し、教員配置について

は本学の教育協働学科理数情報講座及び情報処理セ

ンターの教員から配当することとした。理数情報講

座は、学内の組織再編によって 2017年度から組織さ

れた講座であり、数学系、理科系、情報系の教員か

ら構成される。

授業の同時展開可能数の都合もあり、 40-50人程

度の少人数授業を実施することは困難であった。そ

のため lクラスあたり 100名程度の主担・副担制に

し、各授業にティーチングアシスタントを 2名配当

し、計4名の担当で行った。 なお、情報系の教員を

14 

表 2

授業到迩

目標

成績評価

の方怯

テキスト

ICT基礎 aシラバス （抜粋）

大学生として、最低限必要な ICTの韮h楚

を身に付けること、つまり、 PCの仕組

み、ネットワーク、清報モラル、清報発

信、セキュリティなどの韮本テーマにつ

いて理解し、他者に説明できること、さ

らにPCを用いた実習を通して ICT活用

の韮本ができるようになることを目標と

する
゜
評価は、各回の確認小テスト、グループ

ワークの評価、最終試験を総合し評価を

行う。割合は、小テスト 20%、グループ

ワーク 30%、最終試験50%である。

日経パソコン Edu連携テキストである

「最新「情報」ハンドブック」が、必須

テキストとなります。なお、 PCの韮本操

作に関する説明の時間は設けません（案

内済み）ので、必要であれば、「Windows

10& Office活用謡本」とのセットを購入

してください。このセットには、日経パ

ソコン Eduの4年間継続和」用の IDもつい

ています。

主担当、数学・理科系の教員を副担当とした。主な

授叢の流れは次のとおりである。

1. 出席の確認・諸運絡 (5分）

2. 前回授業座学内容の復習小テスト (15分）

3. 今回授業座学内容（次回小テストに向けて）

(20分）

4. グ］レープワーク活動 (50分）

詳細な授業進行を表 3に示す。授叢の前半期間 (1

週目から 3週目；おおむね大型連休に入る前まで）

では、 ノートパソコンの準備ができていない新入生

がいることを想定し、授叢用の Webページを用いる

活動を、必携ノートパソコン以外のスマートフォン

やタブレット端末でも行えるように授業を設計した。

座学用のスライド及び確認小テストは、教科書と

して選定した『最新「情報」ハンドプック第 2版（日

経 BP)』をもとに、『日経パソコン Edu』のコンテン

ツを活用し、 JCT科目検討ワーキンググ］レープのメ

ンバーで分担して作成を行った。担当する教員によ

って指導内容に差が出ないように、授業を担当する

スライドは極力簡素で授業 1回あたりの枚数に制限

を付けている。



表 3 JCT基礎 aの授叢スケジュール
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5. 3. グループワークの導入

講義では、情報活用能力の修得を目的とする座学

に加えて、授業外時間の活用を視野に入れた、グル

ープワークを導入した。「他の受講生に評価してもら

える作品作りを目指して」をスローガンとして、文

書作成（人学紹介パンフレットの作成）、プレゼンス

ライドの作成• 発表（おいしい00の作り方スライ

ド）及びICTを用いた教材作成の活動を行った。

S-6名単位で活動班を作り、教員側は課題作成指

示のアウトラインのみを示した。受講生の成果物や

成果発表については、オンラインで受講者同士によ

る相互評価を行うようにした。

5. 4. 授業環境の整備

大人数クラスでの実施となるため、各受講生に対

してきめ細やかな指導が行き届きにくくなることや、

講義による教育効果の把握が困難になることが予想

された。本来であれば、ディスカッションが可能な

対面机をレイアウトできるような講義室が望まれる

15 

ところではあるが、受講人数や講義室の兼ね合いか

ら、受講生所有のノートパソコンを普通講義室で活

用することとした。

無線 LAN環境は先に述べたとおりの運用を必携

事業開始前に行っていたため、受講者に対するネッ

トワーク接続の深刻な影曹はないと考えた。また、

900名超の受講者の評価には時間を要することが予

想されたため、本学で既に稼働実績のある学習管理

システムの Moodleを活用し、効率化を図ることと

した。

5. 5. 確認テストの毎回の実施

毎回の座学講義の内容は、共通のテキストである

『クラウドサービスで学ぶ最新「情報」ハンドブッ

ク第 2版』（日経BP社）の内容をもとに、 10回分の

内容に分けて 20分の講義を行っている。確認テスト

の内容は、該当部分の内容から 30間の設間を準備し

ている。これらの試験については、受講生所有のノ

ートパソコンからのオンラインによる受験を前提と



して実施している¥

科目の実施内容を検討する際、確認テストについ

て、 設間設定や受験環境の統一を検討した結果、

LMSのオンラインテスト機能を用いることとした。

初回の確認テスト受験後に復習のための継続的な受

験の促進を想定し、実際の確認テスト時は日常の復

習を促進させ、 学習内容の定着をはかることを目的

として、「各分野の間題群からのランダム出題（毎回

の試験は 15間を出題する）」、「複数回の受験を可能

とする」、 「確認テスト受験時の各種資料閲覧を可能

とする」「成績への反映は各回確認テストの『総得点

十受験回数』によって算出された平均点を用いる」

とした。

さらに、任意で望んだ試験であっても成績に反映

される受験であるため、大学内のネットワークから

のみの受験を可能とした。座学講義は第 3講から第

12講の全 10回行われている。

確認テストは、主に多肢選択問題及び正誤問趙を

出題形式としており、

し‘C 

を、

白由記述間題は含まれていな

5. 6. 不正出席の摘発

節回の授業冒頭で、 Moodieを用いた出席登録を行

った。受講教室に割り振られた IPアドレスの範囲を

設定し、授業時間帯の設定を行うため、区域外や時

間外の出席登録を防ぐように施したものである。

授業を数回実施するうちに、 Moodie上での出席登

録人数が目視で数えた人数よりも上回る事態が発覚

した。疑義のある学生への個別のヒアリングや、

Moodieのアクセスログ等から、不正に代理出席を行

った事案が ICT加礎 a全体で 2017年度、 2018年度

ともに約 10件程度みられた。

方法としては、個人に配布された利用者承認書（ユ

ーザーIDとパスワードが記されたもの）の個人情報

同時間帯の受講生に知らせ、本人が不在のまま

授叢時間内に出席作叢を協力受講生が行うものであ

る。

2 原則として、受講生所有のノートパソコンを利川するが、機器ト

ラプル等により不測の半態が発生した場合は貸出川の枯報端末を

――――_＿ 
__ 
＿
 
__ 
＿-＿＿_＿＿＿位

6. 

入学式時のガイダンスや、初回授業で、

必携端末の活用支援体制

新入生が所持するノートパソコンに対して、

を行ってきた経緯からその部署が担ってきた。

なく、

-
f•. -

一-
-

ユーザー

IDの取り扱い方については、アナウンスをしている

のにもかかわらず、個人情報の人切さについて、す

べての受講生に理解できていないことを知らされる

結果となった。

ウイ

ルス対策ソフトウェアのインストール支援やネット

ワーク接続支援等、人学が管轄している ITサービス

に関して、従来、情報処理センターがサービス提供

そし

て、 2013年度から発足した本学の ICT利活用を支援

する、情報処理センターの下部組織である ICT教育

支援ルームに学生スタッフチームを構成し、主に学

生利用者からの ITヘルプデスクとして対応できる

ようにした。 2020年2月 1日現在、学生スタッフと

して 16名の学生が在籍している。

単純な ITヘルプデスクとして活動するだけでは

必携ノートパソコンの利用促進に向けた、大

学生活に役立つアプリケーションの利用講習会や、

学内 ICT環境のセットアップ講習会、アウトリーチ

の活動として学園祭等にも出展している。

時的に貸し出したり、受講牛が所有するスマートフォン利用すると

いった緊急的な対処も実施したりしている 3
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6. 1. ITヘルプデスク体制の構築とその運用

ICT教育支援ルームは、 2019年度現在も学生スタ

ッフを中心に運用している。支援する側の人材であ

ることから人員構成は一部例外を除いて学部 3回生

以上から構成されている。そのため、人員の入れ替

わりが比較的激しく、年度節のノウハウを適切に引

き継ぐが、年度始まりの時期に行われることもあり、

事袖研修を実施するものの、ノウハウを持ち合わせ

ていない新規採用の学生スタッフも配置に入りなが

らの対応となるため、その学生スタッフにとって未

知のトラブルに遭遇することが多くなる。そのため、

採用されて間もない学生スタッフにとっては、自分

白身がそのトラプルに立ち向かうような感覚で業務

に臨んだとの声を、後のヒアリングで確認している。

図3に、 ICT教育支援ルームにおける 2017年度の

来訪者対応件数及び合計対応時間の推移を示す。

2017年4月の学生対応実績数は、突出して多いこと

が伺える。なお対応内容については、内訳の分析か

ら、ノートパソコンのセットアップ関係（ネットワ

ーク接続、ウイルス対策ソフトウェアのインストー

ル、 Officeのインストール）に関わる相談が非常に

多かった。

ウイルス対策ソフトウェアのインストー］レについ

ては、 3.2.で述べた通り、既にインストー］レされたウ

イルス対策ソフトウェアとの競合が発生してしまい、

新入生のノートパソコンを正常な状態に戻すまでの

作業にかなりの作業件数と時間を取った形となった。

また、 Officeのインストー］レについては、ウチダの

オフィス学割[I]を活用したが、このサービスが 2017

年度開始当初、サービスインしたばかりということ

もあり、オペレーションが確立しきっていなかった。

そのため、 ICT教育支援ルームだけでは解決できな

い事案が多く、内田洋行に電話間い合わせの件数が

増えたこともあり、対応時間の増加に繋がったこと

も要因として挙げられる。

学生スタッフヘのヒアリングからは、「普段経験す

ることのないトラプルに対応することが多く、白分

白身が PC トラプルを学ぶ良いきっかけになった」、

「ただでさえ大学生活が不安な学生に対してトラブ
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図 5 JCT教育支援ルームヘの来訪者の時間帯別
訪間件数 (2018年 4月-2018年 8月）（件）

ル対応をしながら大学生活について話をする機会が

あり、先輩とコミュニケーションが取れる良い機会

となった」といった、単なる学生スタッフとしての

叢務的な関わりにとどまらず、新生活を向かえる新

入生に対して、大学の先輩としての対応を行うこと

ができたり白分白身が間題に立ち向かうことで白分

白身のコンピュータ活用力を研鑽できたりしたこと

が伺える。



6. 2. 相談者ヒアリングシートの活用

来訪者の対応内容を記録するために、訪間者の対

応内容に対しては相談者ヒアリングシートを記載す

るようにしている。 2018年度からは対応開始時刻お

よび対応終了時刻を記載するようにし、どの時間帯

に来訪者が多く滞在しているのかを調べるようにし

た。

もともとデジタルでの記録を考えていたが、実際

の対応となったときには細かなメモ書きによる記録

や来訪者との対話が重要と捉え、一旦は図 4に示す

ような相談者ヒアリングシートヘの記載を行った後

にアンケートフォームサイトに対応内容等を記載し、

データベースとして記録している。

また、その相談者ヒアリングシートで記録した結

果を元に、 ICT教育支援ルームヘの来訪者の時間帯

別訪問件数を可視化でするようにした（図 5)。これ

は、 JCT教育支援ルームに訪問者が滞在していた時

間帯の累積を示している。これより、午前中の訪問

は少なく、昼休みや午後の授業休み時間帯に訪間が

集中している様了が伺える。

後に、これらの資料をもとに、 2017年度には終日

3人程度の学生スタッフを配置していた運用体制か

ら2018年度半ばより、午前 l人、午後 2人の配置に

よる運用体制に変更するようにしている。

6. 3. 来訪者の分析をもとにしたマニュアル作成

前節の分析に加えて、相談者ヒアリングシートか

ら相談者のニーズを把握し、重点対策箇所の検討を

行った。もともと、 2017年度から本格的な学生スタ

ッフによる ITヘルプデスクを開始した経緯から、あ

る程度の相談内容の需要予測はできていたが、年度

初めの特需に対応しなければならないのに対して、

学生スタッフの人的・質的な対応力が見合っていな

かったことから、案件カテゴリに対して優先順位を

裏付けるためのデータ収集を行い、利用者のニーズ

に寄り添う形を構築するようにした。具体的には、

ノートパソコンのセットアップ作業（ネットワーク

接続、ウイルス対策ソフトウェアのインストール、

Officeのインストール）については、支援マニュア
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ルを作成し、紙媒体にとどまらず、動画での支援マ

ニュア］レの提供を行うようにした。これらのマニュ

アルの提供により、新規採用された学生スタッフで

あっても、マニュアルのアクセス先さえ案内できれ

ば来訪者 l人あたりの対応時間を大幅に削減するこ

とが可能となった。

6. 4. 支援体制の向上を目指して

ICT教育支援ルームの学生スタッフは、単なる IT

のヘルプデスクにとどまっていては認知度も低いま

まであり、求められる ICT活用能力も相当高いもの

となる。あくまでも学生白身が学生目線に立って、

その上で学生に対する ICT利活用を中心とした支援

に貢献できる組織を目指している。

そのため、小規模ながら、クラウド活用の講習会

ゃOfficeアプリケーションの活用講習会、プログラ

ミング教育教材の体験会の実施といった、学内での

外向けの活動を行っている。また、過去にも近隣大

学の学生スタッフとの交流や本学内の他部署に所属

している学生支援スタッフとの交流を実施し、意見

交換を行っている。

また、 IT関運企業の文教部門の担当者を本学に招

いて意見交流をしたり、同企業に企業訪間に伺った

りと、単に学内の ITヘルプデスクにとどまるのでは

なく、積極的に学外へのアプローチも行うようにし

ている。

7. おわりに

本稿では、学生の ICT利活用能力の向上を目指す

べく、 2017年度の学部入学生から、ノートパソコン

の必携事業を行い、それに関連する事業立ち上げの

過程や事業運用するための環坑改善、全学必修情報

基礎科目およびヘルプデスク事業について実際の運

用の報告を行った。年度を追うごとに、運用につい

ては改善されているところもあるが、同時に新たな

課題も見えている状況である。たとえば、詳細は他

の稿[4]に譲るが、授業のときだけにしかノートパソ

コンを持参しない様も実態としては明らかになって

いる。単なる「ノートパソコン必携」を実施したに



留めるのではなく、全学で学生ひとりひとりが ICT

環境を当たり前のように使いこなせるような、環境

面以外での仕掛けを模索していきたい。
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